
Ⅰ はじめに
（１）問題意識と課題設定

多くの日系食品企業が，需要が縮小する本国市場だけでなく，需要が成長

する海外市場へ進出している。とくに中国は，約１４億人という膨大な人口

数と，高所得者層・中間所得者層の増加といった経済発展により，世界の工

場から世界の市場へと転換した。しかし現在は，改革・開放（１９７８年），中

国のWTO加盟（２００１年）といった企業の段階的な対中投資ブームも落ち着

きをみせ，さらには事業の縮小，撤退がなされる場合も散見されている。

本論文で取り上げる日系大手酒類・飲料水企業のA社は，日本市場で首位

を争う企業の１社であり，技術力，マーケティング力ともに優れ，学術的・

実務的にも評価されている企業である。とくに中国事業においては，本国で

培われた能力を存分に活かし，現地ビール企業のM＆A（Mergers ＆

Acquisitions）や現地大手ビール企業との事業提携などによって積極的な市

場開発，販売拡大を進めていた。しかし，２０１７年を契機に海外事業の再編

が進められ，中国については事業の縮小，具体的には現地企業との事業提携

を全て解消し，輸出事業へと移行することになった。A社のような大手企業
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でも，上述で指摘したような中国市場における事業の縮小，撤退の流れは同

様のようだ。よって，A社を事例対象とすることは，日系食品企業の中国事

業の縮小，撤退の一要因を明らかにすることにつながる。

結論を先取りすると，A社事例によって，中国ビール市場のような競争が

激しい業界において日系食品企業が単価の低い製品を投入する“量”を重視

した戦略を策定するのは差別化が困難だということが明らかになった。A社

は，現地大手企業の流通チャネルを利用し，現地企業のローエンドなビー

ル，飲料水を投入して中国での販路の拡大を目指した。こうしたA社の動向

はまさに，新興国市場を対象にしたグローバルマーケティングの王道的な戦

略パターンと呼応している。大石（２０１７，２０１８）は，新興国市場でのマーケ

ティング戦略は，マス層（中間所得者層・低所得者層を指す。以下，「マス

層」で統一する）を標的に，伝統的流通を利用した流通チャネル戦略が重要

だと指摘した１）。新興国市場では，都市地域に多い近代的流通（modern

trade，以下「MT」と省略する）と農村地域に多い伝統的流通（traditional

trade，以下「TT」と省略する）とがあり，TTが優勢となる。後述するよ

うに，新興国の流通チャネルとして主流のTTを主軸とし，「開放的チャネ

ル」を志向することで，そのTTを利用する消費者層，つまりマス層を獲得

することができるのである２）。先述したようにA社の場合も，中国市場進出

１）たしかに，製品の標準化志向が強い日系企業は，現地のニーズを製品・価格に反
映させるようなマーケティング戦略を怠ってきた。製品の標準化志向が強いと
は，すなわち本国の中間所得者層以上を対象にした製品開発・価格設定の程度が
高いことを指す。天野・新宅・中川・大木（２０１５）は，日系の自動車製造業を対
象に，先進国市場で築いた製品ラインを新興国市場でローエンドにして販売した
としても，そうした製品は「過剰品質」である場合が多く，新興国上位市場では
受容されても，中間市場以下では受容されないと指摘している。そのような意味
で，現地のニーズを吸収し，製品・価格に反映させることが重要なのである。日
系食品企業に関しても，標準化志向が強いのは同様である。新井（２０１０）は，日
系は西欧系と比してマーケティング能力が低いことを指摘した。結果として，現
地での市場浸透がなされていない事例が多い。

２）「開放的チャネル」とは，「零細小売店，コンビニ，量販店など非常に多様で多数
の小売業者に製品を供給するために相当数の卸売業者を利用する」チャネル戦略
を指す（柳２０２０，１０３ページ）。第１章第２節でも詳述するが，「開放的チャネ
ル」は，製品を露出させ，消費者の購買機会を増やすことで，ブランドの認知向
上，販売量を確保することが可能になる。

２０６ 桃山学院大学経済経営論集 第６５巻第４号



当初は先行研究が指摘するような“量”の確保を志向していた。しかし現

在，中国事業は欧州事業に統括され，プレミアムビールをMTで販売する

“質”の確保に転換している。

本論文は，こうしたA社の“量”から“質”への転換について，特にMT

あるいはTTのチャネル選択に依拠してその要因を検討することを目的とす

る３）。A社は，低価格，現地化志向及びTTを利用することによる量の確保よ

りも，高価格化，標準化志向及びMTに集中した質の確保に転換すること

で，販売実績を高めている４）。現地のニーズに合わせた製品ではなく，グ

ローバルブランドを育成していくことが合理的だと判断したのである。以下

では，A社のそうした戦略的な判断に至った要因について検討していく。

本論文の学術的な貢献は，先行研究の多くが食料品企業の新興国市場にお

ける流通チャネル戦略は，TTを利用した開放的チャネルが最適であるとし

ているのに対して，中国市場の場合はMTを利用することが最適となる事例

が存在することをA社のチャネル選択に注目することで明らかにした点にあ

る。実務的な貢献は，大手食品企業であるA社の中国市場に対する現状認識

と戦略形成の背景を明らかにすることで，日系食品企業の今後の戦略形成に

３）本論文は，A社中国事業の董事長兼総経営，経営企画部部長の２名に対して，
２０２０年～２０２３年の間に行った計５回のヒアリング調査を基礎としている。ヒア
リング内容は，主に第３章を構成している各段階での進出と撤退の要因に関する
ものであり，そのほかA社中国事業の事実確認，中国ビール市場の状況などに関
して伺っている。A社関係者の２名方には，度重なるヒアリング調査にご協力い
ただき，筆者に新たな認識をもたらしていただいた。ここに深く感謝を申し上げ
る。

４）本論文での課題を流通チャネル論的に問い直せば，風呂（１９６８）のチャネル構造
（流通構造）の広狭の決定に関するものとすることができる。チャネルの「広狭
基準とは，特定販売地域に設定される販売業者の数の多寡に対応」している

（２０７ページ）。よって，市場カヴァレッジおよび卸売業者・小売業者の数を考慮
すれば，MTは狭いチャネル，TTは広いチャネルと定義づけでき，前者は直接
流通，後者は間接流通に近くなる。かつて，林周二著の『流通革命』（１９６２）で
は，卸売業者が介在することによるコスト高から「問屋不要論」が唱えられ，直
接流通に近づくことがより望ましいとされた。しかし，どちらのチャネルが望ま
しいのかについて，特に新興国市場においては，構造的条件，企業の戦略的状況
によって大きく異なるため一般的な回答を導くことはできない。本論文は，日系
ビール企業A社の中国市場戦略という条件下において，どちらのチャネルがどの
ような市場成果をもたらすのかを明らかにしようとするものである。
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示唆を与える点にある。

（２）論点の整理

ここでは，グローバルマーケティング論，流通チャネル論に依拠して，本

論文での分析視点を整理する。

まず，企業の海外進出は，貿易（輸出入），契約（ライセンス契約やフラ

ンチャイズ契約など），投資（現地生産・現地販売など）の活動様式で進展

する。もちろん，企業は貿易，契約によるビジネスのみでは現地での販売拡

大に限界があるため，投資段階への移行を試みる。それはつまり，販売量の

確保に向かうとともに，現地での激しい市場獲得競争に参入することを示

し，いかに自社の製品を販売するかといったマーケティング次元の問題がよ

り重要になろう。

竹田（１９９２）は，国際マーケティングの初期参入段階では，４Pの中でも

Placeの流通チャネルが最重要だとし，国際マーケティング一般における

チャネルの先行的役割を指摘した５）。つまり，国際マーケティングでは，企

業がすでに有する製品やブランドは前提であり，チャネルが一義的であるべ

きだとしている。

大石（２０１７）は，そうしたチャネルの先行的役割を新興国市場における

チャネル戦略に当てはめた。１９９０年代後半以降，新興国やASEANの一部地

域の都市化，経済発展によって，その経済格差が生んだ二重構造が顕在化す

５）竹田（１９９２）は，企業の海外市場参入を（１）初期参入段階，（２）現地市場拡張
段階，（３）グローバル合理化段階に区分し，（１）初期参入段階における製品戦略
については，「国際マーケティングの展開の出発点つまり国際市場への参入は国
内同様差別化された製品自体になんらかの特殊性があり，それがたまたま対象市
場の要請に合致したことから始まっている」として，高品質製品，パテント（特
許），ブランドなどは「前提」であると指摘した。その上で，（１）初期参入段階
では，製品を現地市場に正確に売り込むための販売網構築の時期であるとし，日
本市場に参入した外資系企業が日本の卸売商や小売商を活用することによって成
功した事例を取り上げ，チャネルの先行的役割について主張している。また，製
品戦略は（２）現地市場拡張段階ではじめて，「現地市場ベースの拡大，各国市場
での新セグメントに合う製品戦略の修正」，「特定現地市場に適合されるように製
品ラインの拡大や新製品の変形」が考えられるとする（１３３ページ）。
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るようになった。グローバル化は，国家間の“差異”をある程度緩和するも

のの，瞬間的に広まるものではなく，一部地域との距離が縮まるに過ぎな

い。よって，海外直接投資を活発化させていた企業は，当該諸国の二重構造

に対する戦略的対応を考えなければならなくなったのである。

しかし，上述の議論を展開する前に，大石の主張の骨子であるMTとTT

という流通の二重構造の実態と定義を明確にする必要がある６）。なぜなら，

こうした新興国の市場特性が，グローバルマーケティングにおけるチャネル

の重要性をより高めているからである。MTとTTは，分布する地域／業態／

料金徴収の有無／各種スキルの有無／流通業者の多寡／規模の経済効果の程度

などによって定義付けできる７）。たとえばMTは，①都市地域に多いスー

パーやコンビニなどのチェーン店，②洗練された小売／財務／マーケティング

などの各種スキルを有する，③大量生産・大量販売体制によって規模の経済

６）大石（２０１７，２０１８），三浦（２０１７），多田・中川・福地（２０１８）においては，すべ
て食品・日用品市場が念頭に置かれている。本論文においても，流通チャネルに
関する整理は，食品・日用品市場を念頭にまとめている。

７）本論文におけるMTとTTの定義は，三浦（２０１７），大石（２０１８），多田・中川・
福地（２０１８）を参考にしている。三浦（２０１７）は，流通チャネルがグローバル
マーケティングの中で最重要であることを述べ，企業がMTとTTの違いに直面
することを指摘している。三浦は，MTのTTについて以下のように説明してい
る。「MTとは，日本や欧米先進国で一般的なスーパーやコンビニエンス・スト
アなどであり，TTとは，都市の郊外や農村部などでのパパママ・ストアのよう
な零細な小規模店である」（６７ページ），「MTの大手小売業のリスティング・
フィー（口座開設費）や棚代（棚貸し料）が高い」（６９ページ），「MTに比べ，
これら伝統的なTTはフィーやリベートを基本的に取らないので，利益面からは
重要なチャネルである」（６９ページ）。また多田・中川・福地（２０１８）は，新興
国市場における流通の二重構造に関する実証研究のサーベイから，MTとTTに
ついて以下のように説明している。「伝統的流通チャネルは，“traditional retail／
market”などとも呼ばれ，市場や路面に位置する個人経営の店舗であり，特定
の地域に限定して運営される。一般に，伝統的流通チャネルの店舗は，小売／財
務／マーケティング等の各種スキルに乏しく，前時代的な品揃えになる傾向が強
い。以上の特徴ゆえに，規模の経済効果を生み出しにくく，経済的には不利な立
場にある」（４０ページ），「近代的流通チャネルは，“modern retail／market”な
どとも呼ばれ，スーパーマーケットをはじめ，コンビニエンス・ストア，ハイ
パー・マーケット等の店舗を指し，洗練された小売／財務／マーケティング等の各
種スキルを有する・・・また，店舗内は安定した多様かつ大量の品揃えを有する
ため，消費者の効率的な購買（one-stop shopping）を可能とする。したがって，
規模の経済効果を実現しやすい」（４０-４１ページ）。
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が働きやすい，④企業にとってはより直接流通に近いといった特徴がある。

他方でTTは，①農村地域に多いパパママ・ストアや雑貨店などの小規模

店，②各種スキルが乏しい，③少量多品種となるため規模の経済効果を生み

出しにくい，④卸売業者を利用せざるを得ないため企業にとっては多段階的

な間接流通になる，といった特徴がある。このように，企業がいかにして製

品を効率的に販売するかというチャネル戦略的な視点からは，圧倒的にMT

が効率的であり，TTは非効率的であるとの評価を下さざるを得ない。

しかし大石（２０１７，２０１８）は，新興国市場では一見非効率的であるTTを

積極的に活用することが販売拡大の上では重要だと指摘する。新興国市場で

はMTよりTTの比率が高く，棚代などの企業への料金徴収がMTは高額であ

る反面TTでは徴収されない場合が多いというメリットがある。また，チャ

ネルを構築するためにはブランド力が必要になるが，TTでの販売を可能に

するようなパートナーを見つけることができれば，地理的にも広範に商品を

露出させることができ，それが「最大のプロモーション」にもなる。こうし

て，まずはマス層にブランドの認知を広めれば，MTで標準化製品を投入

し，高額な費用徴収にも対応することが可能になる８）。このように，TTは

一見非効率的であるものの，高い市場シェアおよび地理的な広さを追求する

「開放的チャネル」の観点からは，効率的なチャネル戦略になり得るのであ

る。本論文ではこうした戦略を，適応化・低価格化，TTを利用した“量”

の確保を志向する「開放的チャネル」だと定義する（第１表）。

８）もちろん，製品・価格戦略としては，TTを利用するマス層に向けて，低価格か
つ現地志向の強い製品を投入する必要がある。マス層向け製品の投入にあたって
は，自社で開発する以外に，M＆Aやライセンス取得などで対応する場合もあ
る。

資料：筆者作成。

開放的チャネル
標的設定 マス層
製品・価格戦略 適応化・低価格化
チャネル選択 TT

第１表 「開放的チャネル」の定義
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中国市場に関しては，MTにおける取引慣行問題の回避，ポジショニング

の観点から「開放的チャネル」を支持する事例は見られる９）。A社に関して

も，MT→TT→MTといったチャネル選択の過程を経ており，一時期におい

て開放的チャネルを策定していた。さらに，中国ビール市場は，消費量が世

界第１位の巨大な市場であり，大衆的なアルコール飲料であることから，ど

の地域でも飲まれ，製品の味，ブランド，価格帯も非常に多様で，「開放的

チャネル」の効果は高いように思われる。

しかし，後述するように中国市場における日系ビール企業の市場占有率が

非常に低いこと，A社を筆頭に開放的チャネルからMTを利用した高価格帯

市場への集中の転換が散見されることを鑑みれば，開放的チャネルが効率的

だとする指摘は中国市場では妥当しない可能性がある。以上の論点から，A

社のチャネル選択過程を事例に検討していく。

Ⅱ 中国ビール市場概況
まず，中国ビール市場を外観し，各企業の標的設定について確認する。中

国ビール産業は１９７８年の改革・開放を契機として急速に発展していった。

改革・開放の翌年に３７．３万klであった生産量は，２００３年にはアメリカを抜

いて２，５４０万klにまで発展し，生産量・消費量ともに世界第１位となった。

中国ビール市場は，A社の調査によると，家庭用と業務用比率が５：５程

９）日系食品企業の「開放的チャネル」の事例に関しては，高元（２００２），張本・根
師・大島（２０２０）を参照願いたい。また，中国は広大な国土に膨大な人口数が位
置しており，中小零細小売店の店舗数も膨大である。『中国統計年鑑１９９３』で
は，１９９２年の資本所有形態別小売商店数が記載されており，「個人商店」は
８５１．１万店であった。また寺嶋・後藤・川上・洪（２０１３）の２０００年のユーロモ
ニターのデータによると，食品小売業業態別店舗数シェアは伝統的業態が
１１３５．９万店と推定されている。なお，日本の小売店の総数は１９８２年の約１７２万
店である。もちろん，中国の広大な国土を勘案する必要はあるが，日本と比較し
ただけでも，中国の小売店が膨大な店舗数であることがわかる。さらに，一般的
に，MTは料金徴収が高額であることは先に指摘した通りだが，中国ではより高
額で恣意的な料金徴収がおこなわれる。中国のMTにおける料金徴収の具体的内
容については，第３章第１節で詳述する。
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度で，近年は家庭用が伸長している１０）。価格帯は価格が安定しているコンビ

ニの５００ml缶を基準として，超高価格帯・高価格帯・中価格帯・低価格帯

の４つに区分できる。超高価格帯は１５元以上，高価格帯は１０～１１元以上，

中価格帯は７～８元，低価格帯は３～５元以下となっている。消費量ベースで

みた価格帯別の市場占有率は，２０１６年度で超高価格帯５％，高価格帯７％，

中価格帯８３％，低価格帯５％ であり，中・低価格帯で合わせて８８％ のマス

市場になる。

（１）酒類消費の特徴

中国では経済発展によって伝統的な酒類である白酒に加えて，海外の酒類

も飲まれるようになった。WHOの調査によれば，中国の一人当たりアル

コール消費量（１５歳以上）は７．２リットルであり，その内訳は蒸留酒

（spirits）が６７％，ビールが３０％，ワインが３％ になっている１１）。

ビール産業の勃興は，１９００年代初頭に都市地域でビール工場が設立され

ていったことから始まる。当時，ビールは都会で飲まれる近代的なアルコー

ル飲料であった。しかし，改革・開放を契機に各都市の郷鎮企業がビール産

業に参入して生産が拡大した結果，ビールを飲む文化が全国的に普及した。

上述のWHOの調査からは，海外で生まれたビールが，伝統的な酒類である

蒸留酒に次ぐ大衆的な飲料であることがわかる。

近年，中国のビール市場は，酒類消費が多様化してきたこと，急速な都市

化と所得向上によって量ではなく質を重視する傾向から高価格帯市場の成長

が著しい。中国の都市人口は９億人を超え，２０１０年と比較して２億人以上

増加し，中国全体で６３．８％ を占めている。とくに全人口のおよそ４０％ が北

京市と上海市を含む東部に位置し，ここに人口が集中している１２）。

このようにプレミアム化を志向する消費者が都市地域を中心に増大してい

１０）A社提供データ参照。以下，特に注記のない情報についてはヒアリング調査で得
たデータに基づいている。

１１）World Health Organization（２０１８）参照。
１２）中国国家統計局（２０２１）「第七次全国人口普查公报」参照。
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る。A社によると，ビール生産量自体は減少傾向にあるが，２０１９年度は，

高価格帯が１４％ まで伸長し，２０２３年までに２．１％ 増と予測されている。

都市地域で特徴的なのは，アルコール度数が高い白酒よりも，比較的飲み

やすいビールやワインなど多様な酒類のなかで，量よりも質が重視される傾

向がみられることである。さらには，都市地域では冷蔵庫の普及，新鮮な

ビールを提供するための物流網が整備されたこともあって，２０１０年頃から

高価格帯のビールがレストランやバーで普及し，樽生ビールのようにジョッ

キやグラスで飲むスタイルが定番化して冷たいアルコール飲料が一般的に

なっている１３）。ワインに関しても，２０１４年以降，世界の消費量の第５位を維

持しており，今後の市場拡大が期待されている１４）。他方で，中国の伝統的な

飲酒文化では，冷たい飲料を飲む習慣がなくビールを含めお酒は常温で飲む

ことが多い。そのため，とくに農村地域の宴会の場では，低価格で酔いやす

い白酒が好まれる傾向にある１５）。

このように，近年の中国におけるビール消費は，都市地域を中心に消費の

プレミアム化が大きな流れを形成している。

（２）都市農村間の標的の相異

現在のビール産業は，１９９０年代後半に大手企業によるM＆Aが行われ，寡

占化の傾向にある。２０１６年販売量ベースの企業別シェアでは，華潤ビール

（現地系）２５．６％，青島ビール（現地系）１７．２％，アンハイザー・ブッシュ・

インベブ（西欧系）１６．２％，燕京ビール（現地系）９．３％ である１６）。対して，

日系のサントリー社は１．１％，A社は０．１％ に過ぎず，日系ビールの市場浸

透は現地系や外資系に比べると緩慢である。

各企業製品の味の特徴は，麦汁濃度の比率を基軸として，現地系では麦汁

濃度が平均約８度と濃度が低く常温でも飲みやすい一方，欧米系では約１１

１３）金子・大島（２０１６）１７３-１７４ページ。
１４）日本貿易振興機構（２０１９）参照。
１５）自治体国際化協会北京事務所（２０１４）１５ページ。
１６）森・大島（２０１６）８２ページ。
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度～１２度と冷やして飲むほうが美味しく感じられ，比較的重たい味となっ

ている１７）。

各企業製品の価格帯は，現地系の主力ブランドが中・低価格帯に位置し，

欧米系やA社の主力ブランドは高価格帯に位置する。現在，現地系の華潤

ビール，青島ビールなどは中・低価格帯市場を標的設定に，中国の伝統的な

飲酒文化に適合した味によって，高い市場シェアを維持している。さらに，

上述の現地系企業は中国全土にわたる広いチャネルを有していることからも

家庭用販売が容易である。これに対して，外資系企業では家庭用チャネルの

形成が困難なため，業務用チャネルが主力になっている。

現地系の華潤ビール，青島ビールらは中・低価格帯のマス市場を抑えなが

らも，華潤ビールは２０１８年にハイネケンとの事業提携，青島ビールは２０１８

年以降，自社高価格帯ブランドを導入することで，高価格帯市場への参入を

図っている。現在の高価格帯市場は，消費者の高価格帯＝海外ブランドとい

うイメージであり，外資系に優位性はあるが，現地系企業の高価格帯市場の

参入により競争がさらに激化している。

こうしたビール企業の動向をみても，麦汁濃度の低さなどに代表される現

地系企業の味に象徴されるように，伝統的な飲酒文化の人気は根強い。とは

いえ，高価格帯市場の成長などの要因から，日系を含む外資系ビール企業の

市場シェアの一層の拡大可能性は高いように考えられる。

Ⅲ A社の事例
（１）A社の海外事業

日系大手ビール企業のA社は，日本ビール市場において首位を争う主要企

業の１社である１８）。A社の起源は，１８８９年に大阪で株式会社を創設したこと

から始まり，他の株式会社との合併と分割を経て，１９４９年に現在のA社が

１７）金子・大島（２０１６）１７３ページ。
１８）A社の企業情報は，社史，統合報告各年版，ファクトブック，A社関係者に対す

るヒアリング調査を基礎としている。
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発足した。現在A社は，「挑戦と革新」「最高の品質」「感動の共有」といっ

た価値観を源泉に，「高付加価値ブランドを核として成長する“グローカル

な価値創造企業”を目指」している１９）。

A社の海外事業は，１９９４年に中国事業に参入し，２００９年にオセアニア事

業，２０１１年に東南アジア事業，２０１６年～２０２０年の間に欧州ビール事業の取

得といったように展開している。A社にとって，海外事業は重要な位置付け

であり，２０２２年のA社の売上収益のうち４８．２％ は海外事業が占め，日本事

業と同程度の売上収益を達成している２０）。また，２０２０年には国際ビール事業

の組織統合がおこなわれ，高価格帯のグローバルブランドの成長加速を推進

する体制を構築している。

各事業の製品販売のラインナップは，酒類，飲料水がメインとなってい

る。欧州事業は，チェコ，ポーランド，ルーマニア，イタリア，英国，オラ

ンダで展開され，買収した欧州のプレミアムビールブランドを中心に販売さ

れている。オセアニア事業では，自社，欧州のプレミアムビールブランドを

はじめ，大衆価格であるオーストラリアのビールブランド，カクテルなどの

RTD（Ready to Drink），水や清涼飲料水などの飲料が販売されている２１）。

東南アジア事業では，マレーシアを中心に，自社の清涼飲料水ブランド，マ

レーシアの清涼飲料水ブランド，乳製品事業など，飲料水を中心に事業が強

化されている。

これまで，A社の海外事業の最重要地域は，需要の成長が著しい中国，東

南アジアであった。しかし２０２３年現在の地域セグメントは，欧州，オセア

ニア，東南アジアとなっており，中国は欧州事業に統括されている。具体的

には，事業再編によって以下のような地域セグメントの変化，出資会社数の

変化が見られるのである（第１図）。まずは，こうした中国事業の縮小を，

１９）A社統合レポート（２０２３）８ページ。
２０）なお，A社の２０２２年度の事業別売上収益構成比は，酒類事業が６０％，飲料事業

が２８％，食品事業が１０％，その他が２％ となっており，その大部分を酒類事業
が占める。

２１）RTDとは，蓋を開けてすぐにそのまま飲める飲料のことであり，缶に入ったア
ルコール飲料など手間のかからないものを指す。
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第１図 A社の海外事業再編による地域セグメントの変化（２０１１年，２０２２年）

資料：A社ファクトブックの２０１２年版および２０２３年版を参考に筆者作成。

戦略変化の過程から捉えていこう。

（２）A社の中国事業

ここでは，A社の中国事業の変遷を概観する（第２表）。A社の中国事業

は，１９９４年に日系商社と共同で投資会社を設立し，浙江省と福建省にある

現地ビール企業２社の資本に参加したことから始まる。１９９５年には，北京

市と山東省にある現地ビール企業の２社の経営に参加し，それぞれ合弁会社

へと改組した。１９９７年には，現地大手ビール企業B社（以下，B社）と合弁

で，広東省に会社を設立し，最新鋭のビール工場の建設に着手した。そうし

て１９９９年に，上海市で中国事業の統括会社を設立するに至る。主力ブラン

ドのAビールブランドは，１９９６年に販売され，１９９８年には現地生産を開始

した。この時，A社は沿海主要都市におけるAビールブランドの販売促進に

注力している２２）。

２０００年には，酒類事業はもちろんのこと，清涼飲料水事業の開拓が推し

２２）A社統合レポート（１９９８）１１ページ。

２１６ 桃山学院大学経済経営論集 第６５巻第４号



進める旨が示されている２３）。中国の清涼飲料水市場は，１９９９年代後半から

２００２年までの間に前年比１５％ 以上の成長を続け，市場規模が拡大し続けて

いた（販売金額にして，約１，１７０億元，日本円にすると１兆７，５５０億円程

度）。２００１年には，B社と合弁で会社を設立して清涼飲料水市場に参入し，

ウーロン茶，緑茶，紅茶，ミネラルウォーターなどの製造・販売が開始して

いる２４）。２００３年には，中国大手食品企業C社（以下，C社）と清涼飲料水事

業の合弁会社を設立している。C社との新会社設立は，A社にとってはC社

の物流網及び販売チャネルを利用して小売分野との提携を意図しており，C

社にとっては生産技術，研究開発，マーケティング面での提携を求めていた

ことから端を発している。さらに２０１０年には，C社を有するグループ会社

の株式を取得し，酒類・清涼飲料水事業だけでなく，食品事業まで拡大して

いる。

まとめると，ビールの生産拠点は北京市，煙台市，杭州市，深圳市であ

２３）A社統合レポート（２０００）１８ページ。
２４）A社統合レポート（２００１）２５ページ。

１９９４年 現地ビール企業２社への資本参加（杭州市，泉州市）
１９９５年 現地ビール企業２社への資本参加（北京市，煙台市）
１９９６年 Ａビールブランドの販売開始
１９９７年 日系商社，Ｂ社と合弁で会社設立（深圳市）
１９９８年 Ａビールブランドの現地生産開始
１９９９年 統括会社（上海市）
２００１年 Ｂ社と合弁で清涼飲料水事業を中心とした会社設立
２００３年 Ｃ社との事業提携
２００９年 Ｂ社と事業提携
２０１０年 Ｃ社を保有するグループ会社の株式を取得

２０１７年
Ｂ社・Ｃ社の保有株の売却
欧州ブランドのライセンス取得

第２表 A社の中国事業展開（１９９４～２０１７）

資料：第２節での記述を参考に筆者作成。
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り，販売拠点は北京市，大連市，上海市，深圳市となっている。清涼飲料水

の生産拠点，販売拠点に関しては，B社，C社の広い物流網により，東北か

ら西部地区までの幅広い地域で保有している。

A社の最重要課題は，現地系，外資系企業の参入による激しい競争に対応

し，収益性を維持していくことであった２５）。このような状況下で，２００９年に

は中国で圧倒的なブランド力を有するB社の株式を取得し，B社との関係を

強固にすることで収益力の向上に繋げようとした。このときA社は，赤字が

続く現地ビール企業２社を清算し，取捨選択による再編を進めるとともにB

社・C社とのネットワークを強固にすることに集中した。

しかし，２０１７年にはB社・C社の全保有株の売却が発表され，代わって３

つの欧州ブランドのライセンスが取得された２６）。前１節でも指摘したよう

に，A社の海外事業にとって中国は最重要だと言っても差し支えないほど高

い位置を占めていたが，結果として海外事業は欧州事業に集中することに

なっている。その理由として，A社統合レポートでは，地元企業との競争が

激しく市場シェアを上げられないこと，販売量では勝てないため高級ビール

路線を軸とすることが明言されている。

その結果，現在A社の中国市場での販売は，Aビールブランド，３つの欧

州ブランドの輸入販売となっている。主要エリア別の販売実績は，上海市

２５％，北京市１０％，深圳市５％，広州市５％ と上海市を筆頭に大都市での売

上が突出している。中国での現地生産は撤退したものの，現在でも重要エリ

アでの販売拠点は設けられている。配送センターは，日系商社の卸売業者

（代理店）・小売業者が多い上海市，広州市，大連市，天津市に設けられ，営

２５）A社統合レポート（２０１０）２１ページ。
２６）A社のような飲料事業からの撤退は，同じ酒類・飲料水事業を主とするキリン

ホールディングスでも同様に行われている。キリンは，華潤ビールと飲料の合弁
会社を設立していたが，「欧米大手に押された」ことで，華潤との合弁を解消し，

「高採算のクラフトビールなどに投資を振り向け」た。ここでは，「大量生産する
一般的なビールや飲料は利益率が低い」ことが示されているが，こうした飲料の
特性などの生産段階に関する論点は今後の課題としたい。詳細は，日本経済新聞

「キリン，中国飲料の合弁解消へ １０００億円で持分売却」（２０２２年１月１３日掲載）
参照。
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業所は，北京市・大連市・上海市・深圳市・成都市・武漢市に設置し，日系

レストランが多い上海市を中心に営業を強化している２７）。

以下では，以上の中国事業の展開をチャネル選択の視点から明らかにす

る。

（３）A社のチャネル選択過程

A社のチャネル選択を，進出と撤退の要因を中心に，段階的に区分したも

のが第２図である。以下では，本図に沿ってチャネル選択の過程，戦略の変

化について確認していく。

２７）配送センターは，上海市，広州市，大連市は２０００年までに設置が完了し，天津
市は２０２１年に新設された。大型の配送センターは上海市のみで，他は小型で必
要最小限の在庫を保有する。

第２図 A社のチャネル選択過程とその決定要因（BtoC）

注１：図中のSMはスーパー，CVSはコンビニ，ECはエレクトロニック・コマースを指す。
注２：各段階のチャネル選択では，第１段階は２０１０年までには第２段階と交わり，第２段階

は２００４年から２０１７までであるが，第３段階が始まる２０１３年と交わっていることから，並
行的に選択されていることに注意されたい。また，本図は家庭用チャネルに限定しており，
チャネルが利用されていない空白期間は，業務用チャネルのみの販売を示す。

資料：A社へのヒアリング調査結果から筆者作成。
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①第一段階：MTにおける取引慣行問題

A社は，市場経済化によってビールが大衆的な飲料となり，ビール企業の

M＆Aが盛んになる１９９０年代に中国市場に進出した。競争が激しいビール

市場では，ブランド認知が喫緊の課題になるものの，現地系・外資系MTで

の導入料の負担により，自社でチャネルを形成するのは容易ではなく，販売

停滞に陥ることになった。

進出当初A社は，沿海部都市地域の高価格帯市場を標的に進出を図った。

Aビールブランドは，現地系，外資系のスーパー，コンビニといったMT

チャネルで販売が開始する。

しかし第一段階では，現地系，外資系のMTを利用することで，多額の導

入料による収益の悪化と，販売棚に置いてもらえずブランド認知が向上しな

いといったジレンマが生じ，家庭用市場から一時撤退することになる。なぜ

なら，現地系，外資系のMTでは，小売業者に購買力（buying power）があ

り，消費者へのブランド認知が低い企業は導入料の交渉力が弱く，販売段階

での費用負担が多額になるといった特徴がある。A社の製品は，一時期は小

売店頭に並んだものの販売実績は芳しくなく，小売側が要求する一定基準の

販売数量にも達しなかったことで販売棚から除外，返品されることになっ

た２８）。

その結果，２０１０年にA社は現地系，外資系MTから一時撤退し，レストラ

ンやバーなどの業務用チャネルを重点チャネルにすることになった。Aビー

ルブランドのポジショニングは，「キレのある辛口」と「クリーミーな泡」

という本国と同様の味わいにある。A社は，家庭用において，消費者に一回

でもAビールブランドを選んでもらうことができれば，そのポジショニング

を伝えることができると考えていた。しかし，そもそもブランド認知がない

状態では，消費者に選んでもらうことすらなく，かつ導入料により販売棚を

維持することも困難である。そのため，消費者に選んでもらえる可能性が高

２８）A社と華南エリアにあるコンビニとの取引事例では，売上実績の上位は導入料が
少なく，下位には戦略の改善が要求されるため導入料が相対的に高くなる。
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い日本食のレストランや，外資系のビールブランドが数多く並ぶバーなどの

業務用チャネルを重視することで，ブランドの価値向上に努めた。

業務用チャネルでは，ジョッキに入った樽生ビールで提供することにこだ

わり，店舗での鮮度管理や従業員の教育を徹底することで，ブランド価値を

維持していった。A社は，このように業務用チャネルで直接飲んで体感して

もらう機会を増やすことがブランド認知の向上に繋がり，将来的な現地系，

外資系MTでの円滑な販売が実現すると考えた。

②第２段階：他社チャネルの利用によるマス市場への進出と撤退

第１段階での経験から，A社はブランド認知の向上を最重要課題とした。

２０００年代前半から，B社・C社との事業提携によって，マス層まで標的を拡

大し，開放的チャネルを策定することになる。具体的には，B社・C社との

事業提携により，①B社・C社のチャネルを利用すること，②マス層向け製

品の投入（中・低価格帯の現地ビールブランドと清涼飲料水），することで

広範な流通を可能にした。A社のAビールブランドに関しては，引き続き高

価格帯を維持することでブランド価値を保持している。

第３章第２節でも記述したように，B社・C社との事業提携は，両社の中

国全土にわたる広いチャネルと強固なブランド力を擁して，物流網の構築及

び小売分野での提携によるA社の認知向上を期待したものである。実際に，

B社チャネルではBビールブランドとともにAビールブランドを投入し，C社

チャネルでは中・低価格帯の清涼飲料水を販売し，将来的にAブランドの販

売まで拡充する計画であった。ここでの意図は，第一段階での失敗をカバー

するために，B社・C社のチャネルを利用し，A社自体の認知向上に繋げよ

うとしたのである。

しかし，２０１７年にはB社・C社との事業提携を解消し，中国事業は縮小に

向かうことになる。A社はこのような結果に至った要因について，マス層に

強みを有するB社・C社と，高価格帯を重視するA社の目標設定との間に齟

齬が生じたためだと考えている。A社の中国事業における最重要課題は，高

中国進出日系ビール企業の販売戦略に関する事例研究：
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価格帯に位置付けられるAビールブランドの市場浸透である。よって，現地

ビールブランド，清涼飲料水の生産・販売は，販売量の確保だけでなく，A

社の認知を広げることで，Aビールブランドの販売を円滑にする意図があっ

た。しかしB社・C社チャネル消費者，いわゆるマス層は，マス層向け製品

とは全く異なるA社のアルコール度数を含めた味わい，価格，飲むスタイル

を受け入れることがなかった。実際に，Aビールブランドを投入したB社

チャネル下では，Aブランドの売れ残りが散見された。売れない製品は流通

業者からの支持を失い，賞味期限切れが近い製品が店頭に並ぶことにより，

ブランドイメージが低下する恐れがある。こうしたことからA社は，①B社・

C社のチャネルの利用，②マス層向け製品の投入が，必ず自社のブランド価

値を向上させることにはならないと認識し，事業解消に至る。

A社は，第２段階での失敗を通じて，以下のような認識に至った。まず，

自社でチャネルを構築することを重要視し，ブランドイメージを維持・向上

させるための管理を徹底していくこと，次に一定の消費水準にある都市地域

での販売に集中することである。

③第３段階：高価格帯市場，MTへの集中

２０１７年には，第２段階での事業から全面撤退し，代わって３つの欧州輸

入ブランドのライセンスを取得し，高価格帯市場への集中投資に転換する。

A社は，Aビールブランド，欧州輸入ブランドを“グローバルブランド”に

位置付けており，その販売先である中国は欧州事業に統括されることになっ

た。こうした“質”への転換は，高価格帯市場が成長してきたことにより，

当初から高価格帯で設定しているAビールブランドを生かすことが可能な土

台が形成されてきたことが後押ししている。さらに，中国内陸部の消費水準

の向上を受け，自社のグローバルブランドを擁して，漸次内陸部都市地域に

配送センター，営業所の設置を進めているのが現状である。

基本的にA社は，業務用を重点チャネルとするが，近年は家庭用需要の増

大から家庭用チャネルを強化してA社の家庭用：業務用比率は３：７から
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４：６になった２９）。２０１３年以降は，日系のスーパーとコンビニ，ECといった

MTによって再開させ，自社の配送センターを活用している。自社チャネル

での販売が円滑化した要因は，都市地域を中心に，日本食レストランが増え

ブランド認知が進んだこと，日系の商社・小売業者の進出でチャネルが広

がったことにある３０）。

A社は，こうした高価格帯市場の流れは，内陸部でレストランでの消費単

価が上昇していることからも，中国市場全体で拡大していると考えている。

今後の自社チャネルを利用した家庭用チャネルの拡大においても，沿海部都

市地域の高価格帯市場でのブランディングに注力し，そのブランド力をベー

スとして自社でチャネルを拡大していく。

A社の中国市場におけるAビールブランドの売上数量の推移について示し

たものが第３表と第４表である。第３表では，Aビールブランドの海外事業

全体での売上数量と中国市場での売上数量が２０１１年と比較して２０１９年には

２倍以上増大していることがわかる。さらに第４表に示したmhlに換算にす

れば，中国の販売量比率は１／４以上を占めている。また，２０２０年は新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響で販売数量は下がったものの，２０２１年には持

ち直して２０１９年を上回る販売数量となっている。

よって，A社にとっては，MTを利用して高価格帯市場に集中し，ブラン

ド管理を容易にしたことが，開放的チャネルによる販売量の拡大よりも効率

的な販売につながったことがわかる。

２９）A社によると家庭用需要増大の背景には，中国におけるECの伸長で，持ち運び
に不便なビールの自宅配送が実現したことが大きな要因だとのことである。中国
市場の環境が変化したことで，ビール企業全体でECチャネルの利用が増えてい
る。なかでもA社は，ECを利用したブランド投資を積極的に行なっている企業
である。家庭用チャネルを拡大していく中では，ECチャネルと自社チャネルの
利用比率などの問題が生じるが，この点については今後の課題としたい。

３０）A社の取引事例によると，導入料は現地系・外資系：日系で１０：１程度であり，
日系は導入料が相対的に少ない。
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年度 売上数量
中国市場

販売比率 売上数量
２０１１ ４８１ １４％ ６７．３
２０１２ ５６５ １４％ ７９．１
２０１３ ６２１ １４％ ８６．９
２０１４ ７０２ １４％ ９８．２
２０１５ ８１８ １４．９％ １２１．８
２０１６ ９０６ １５％ １３５．９
２０１７ １，０８８ １４％ １５２．３
２０１８ １，０９４ １５％ １６４．１
２０１９ １，０１２ １５％ １５１．８

第３表 Aビールブランドの海外事業での売上数量と中国市場での販売比率
（２０１１-２０１９）

単位：万ケース（大瓶換算）

注１：出所元では，Aビールブランドの海外事業における売上数量，エリア別販売数量構成比
が示されている。中国市場の売上数量は，以上のデータを元に筆者が算出した。第４表
も同様である。

注２：出所元では，２０１１～２０２１年のAビールブランドの売上数量が提示されている。２０２０年
以降は単位が万ケースからmhlに変わっているため，表を３と４で単位別に分けている。

資料：A社ファクトブック各年版を参考に筆者作成。

年度 売上数量
中国市場

販売比率 売上数量
２０１９ １．２８ ２１％ ０．２７
２０２０ １．０２ ２６％ ０．２７
２０２１ １．２７ ２８％ ０．３６

第４表 Aビールブランドの海外事業での売上数量と中国市場での販売比率
（２０１９-２０２１）

単位：mhl

注：２０１９年度の数値は，２０２０年度の前年度比較によって売上数量が把握できたため記載し
ている。

資料：A社ファクトブック各年版を参考に筆者作成。
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Ⅳ おわりに
（１）分析結果

本論文では，A社の中国事業における“量”から“質”への転換につい

て，とくにチャネル選択過程に着目し検討してきた。中国ビール市場は，今

なお熾烈な競争が繰り広げられ，日系ビール企業はプレゼンスを築けないで

いる。A社は進出当初，中国の膨大な需要を取り込むべく，開放的チャネル

による販売量の確保を目指した。しかし，それは現地市場に優位性のある現

地系企業，資本力がありマーケティング能力に優れている外資系企業と正面

から競争することになる。A社が，第１段階，第２段階で失敗を重ね，現在

の第３段階の戦略に至ったのは，日系ビール企業が中国ビール市場で生き残

るための戦略の一つを示している。

A社事例で明らかになったことは，開放的チャネルは販売量の確保という

点では一定の効果を示すものの，ブランド認知を向上させ，かつ価値を高め

る効果は薄いということである。先行研究では，開放的チャネルによる販売

量の確保，プロモーション効果によってブランド認知を広げることで，MT

での導入料の対応を可能にし，標準化製品を投入できると指摘していた。し

かし，A社事例においては現地ビールブランドや清涼飲料水の投入によっ

て，標準化製品であるAビールブランド自体のブランド認知，ブランド価値

を高めることはなかった。なぜなら，そもそも開放的チャネルを利用するに

は，A社自体の高いブランド力が必要であり，その点をカバーしてAビール

ブランドの標的とは異なる他社のチャネルを利用してブランドの底上げを

図っても，Aビールブランドの価値を高めることはないからである。開放的

チャネル策定の条件に関しては，第１段階におけるブランド力の有無から，

第２段階での開放的チャネルに移行したことからも明らかである。

よって，A社が中国市場で開放的チャネルの段階的な効果，つまり最終的

にAビールブランドの販売を円滑化するためには，統合度の高いチャネルの

構築を実現するブランド力が必要だったのである。

結果的には，グローバルブランドの育成を主軸に，中国事業では高価格帯
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市場に集中，日系MTを活用するといったような第３段階への移行が促され

た。中国市場におけるMTかTTの選択問題は，各流通の効率性を勘案する

よりも，まずは自社の資源をグローバルに生かすこと，適正な販売能力を基

準としてチャネルを選択することが重要だと指摘できる。

A社の事例は，中国市場では標準化製品のブランディングが先決するとい

うことを示唆している。ブランド認知の向上次第で，企業の多様なチャネル

選択が生じ，開放的チャネルの策定を可能にすることは十分に考えられよ

う。

（２）今後の課題

日系食品企業が中国市場でプレゼンスを築くためにはどのようなマーケ

ティング戦略が必要なのだろうか。グローバルマーケティング論では，マー

ケティングの標準化／適応化戦略の策定に関する議論が重要課題であり，日

系食品企業に関しては，その国の文化や慣習を理解した適応化戦略が推奨さ

れてきた。企業の論理に立てば，現地にカスタマイズすることでコストがか

かる適応化ではなく，標準化の程度を可能な限り高めることで，国内マーケ

ティング戦略の延長を果たし，コストの削減と自社の優位性を発揮すること

が望ましい。他方で，標準化程度を高めることにこだわれば，自国の環境と

相対的に近い都市地域での販売に限定されてしまい，中国市場の優位性であ

る量の確保を困難にする。企業は，こうしたジレンマを抱えて戦略の意思決

定を行う。

A社の場合，現地系，外資系企業と差別化し，自社のプレゼンスを築くた

めには開放的チャネルではなく，高価格帯市場に集中することだと考えた。

換言すれば，こうした高価格帯市場への集中は，中国市場の二重構造，つま

りその国の文化や慣習は積極的に克服する必要はないことを示している。A

社は，標準化製品を市場浸透させようとして，積極的に事業提携，マーケ

ティング戦略を策定してきた。しかし，日系流通企業との相互作用が期待で

き，消費市場の高度化により，販売が自然と円滑化した方がブランド価値は
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向上する。つまり，市場に変化を与えるのではなく，市場に集中して適合し

ていく戦略である。競争ではなく，自社の優位性を受容可能性が高い市場に

集中するのである。

よって，今後は高価格帯の品質を担保するA社の技術，ノウハウなどの生

産段階も含んだ包括的な分析が課題となる。現地調達，現地販売による販売

拡大ではなく，いかなる優位性をベースにしてブランド価値を高めていくか

が重要である。さらに，第３段階でのチャネル選択が継続的に企業成果に結

びつくのかに関しては，引き続き経過を観察しなければならない。その点に

関しては，第３段階での売上数量や，Aビールブランドに対する消費者の評

価によって，より総合的に判断していきたい。
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A Case Study on the sales strategy of a Japanese beer
Company in China

: Factors behind the shift in strategy with a focus on
Channels Strategy

HARIMOTO Eri

This paper investigates the factors influencing the downsizing and
withdrawal of Japanese food companies operating in China, with a specific
focus on Company A’s channels choice as a case study. It delves into
Company A’s transition from a strategy emphasizing low-priced, locally
oriented quantity to one prioritizing high-priced, standardization-oriented
quality.

In global marketing theory, the emphasis has been on pursuing quantity
through the utilization of traditional trade. However, in the case of
Company A, it’s the pursuit of quality through modern trade that has led
to improved sales performance. This represents a departure from previous
research findings.

The academic contribution of this paper lies in providing a fresh
perspective on channel selection in the Chinese market. On a practical
level, the report clarifies the current situation and the background of
strategy formation of a major Japanese food company, Company A, and
provides suggestions for future strategy formation of Japanese food
companies.

Keywords : China Market, Corporate Research, Marketing Strategy,
Japanese Beer Company, Channels Choice
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